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１．小名浜港及び周辺地域の現況特性 1

平成28年9月30日撮影

栄町地区
・水産拠点

１・２号ふ頭地区
・交流拠点
アクアマリンパーク

３号ふ頭地区
・金属鉱（輸入）
・セメント（移入）
・石炭（輸入）

４号ふ頭地区
・セメント（移入）
・化学薬品（輸出・移出）
・化学肥料（移出）

5･6号ふ頭地区
・石炭（輸入）
・金属鉱（輸入）

7号ふ頭地区
・石炭（輸入・移出）
・金属鉱（輸入）

藤原ふ頭地区
・製材、木材チップ（輸入）
・再利用資材・金属くず（輸出）
・非金属鉱物（輸出）

大剣地区
・コンテナ貨物（輸出入）
・重油（移入）
・石油製品（移入）

剣浜地区
・海洋性レクリエーション拠点

（現在復旧中）

橋梁（整備中）

東港（整備中）

◆各ふ頭の利用状況

（１）小名浜港の現況



１．小名浜港及び周辺地域の現況特性 2

平成28年9月30日撮影

東京電力フュエル＆パワー㈱
小名浜コールセンター

【石炭】

サミット小名浜エスパワー㈱
【石炭】

東京電力フュエル＆パワー㈱
広野火力発電所

【石炭】

常磐共同火力㈱
勿来発電所

【石炭】

太平洋セメント㈱
住友大阪セメント㈱
宇部三菱セメント㈱

【セメント】

日本化成㈱

【化学薬品】

小名浜製錬㈱
【銅製品】

東邦亜鉛㈱
【酸化亜鉛】

堺化学工業㈱
【酸化チタン】

㈱クレハ
【化学製品】

小名浜木材工業団地
【木材】

永大小名浜㈱
【木材】

㈱一条工務店
【住宅資材】

1・2号ふ頭

3号ふ頭

4号ふ頭

5･6号ふ頭

7号ふ頭

橋梁（整備中）

東港（整備中）

凡例 電力関連企業

原材料製造企業

その他主要企業

◆企業立地状況

（１）小名浜港の現況



◆コンテナ定期航路

航 路 船 社 寄 港 地 便 数

国際コンテナ定期航路

南星海運
釜山港～釜山新港～清水港～茨城港（常陸那珂港区）～仙台塩釜港～
小名浜港～細島港～釜山港～蔚山港～光陽港～寧波港～上海港～釜山港

週１回、月曜日寄港

興亜海運
高麗海運

釜山港～釜山新港～清水港～仙台塩釜港～小名浜港～釜山港～蔚山港～
寧波港～上海

週１回、水曜日寄港

国際フィーダー航路 井本商運 小名浜港～京浜港（東京港・横浜港）～小名浜港 週１回、火曜日寄港

蔚山港
ウルサン

光陽港
クァンヤン

釜山港
プ サ ン

上海港
シャンハイ

寧波港
ニンポー

小名浜港
仙台塩釜港

茨城港
（常陸那珂港区）

清水港

細島港

京浜港
（東京港･横浜港）

3

福島県小名浜港利用促進協議会では、小
名浜港のコンテナ定期航路を利用して貨
物の輸出入を行った荷主に対してコンテ
ナ輸送に係る経費の一部を補助する助成
制度を創設しており、小名浜港の更なる
利用拡大へ向けた取組みに努めている。

１．小名浜港及び周辺地域の現況特性

（１）小名浜港の現況



◆水産業
○小名浜港は、親潮と黒潮がぶつかる豊かな漁場に面し、四季を通して多くの水産物が水揚げされている。また、大
型の漁船にも対応可能な岸壁（-9m）が整備されているなど、水産業の拠点としても大きな役割を果たしている。

○東日本大震災からの復興に向けて、基盤整備・生産体制・原子力災害対策を進め、平成25年10月に試験操業が開
始されている。また、いわき市水産物の地域ブランド化「常磐もの」による消費者等の認知度向上、消費・販売拡
大に向けた取り組みが実施されている。

福島県
いわき市

平成22年の市内総水揚量
20,123ﾄﾝ

※カッコ内の数字は
市内総数に占める割合

※出典：いわき市の農林水産業パンフレット（平成27年度版）

【いわき市内の水揚量の推移・魚種】

暖 流

黒 潮
（日本海流）

寒 流

親 潮
（千鳥海流）

古くから海の恵み
を大切にし、食文化
として育ててきた
いわき市の水産物と
水産関係者の総称

潮目の海・宝の海

小名浜港
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（１）小名浜港の現況



◆交通網
○福島県では、東北圏と首都圏を結ぶ東北・常磐自動車道、太平洋側と日本海側を結ぶ磐越自動車道が整備されてい
る。

○さらに、小名浜道路などの「ふくしま復興再生道路」や東北中央自動車道（相馬福島道路）、会津縦貫道など、南
北、東西それぞれに交通網の整備が進められている。また、小名浜港や相馬港、福島空港が人やモノの交流拠点と
して整備されており、国内はもとより、海外との交流の拡大が期待されている。

小名浜港

相馬港

茨城県栃木県群馬県

新潟県

宮城県

山形県

東北自動車道

磐越自動車道

常磐自動車道

会津縦貫道

（相馬福島道路）

東北中央自動車道

【福島県内の主要道路】

原町川俣線

あぶくま
高原道路

R118

凡例
基幹的な道路
ふくしま復興再生道路
県土連携軸交流ネットワーク基盤強化道路

【ふくしま復興再生道路】

5

福島空港

あぶくま高原道路

１．小名浜港及び周辺地域の現況特性
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◆取扱貨物量の推移
○小名浜港の総取扱貨物量は、平成７年の1,593万トンをピークに一時減少したが、平成15年から増加に転じ、平成

20年には過去最高の1,835万トンを記録した。

○平成23年は東日本大震災により大きく減少したが、平成24年以降は震災前の水準まで回復している。（平成26年
実績：1,789万トン）

安定成長期
バブル景気

(低金利政策)(グローバル化)
長期景気低迷

(不良債権問題)(円高→企業海外移転)
いざなみ景気

(構造改革)(新興国の台頭)
世界同時不況

0
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1,000
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1,750

2,000

S45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(万ﾄﾝ)

移入

移出

輸入

輸出

４号ふ頭
完成

藤原ふ頭
供用開始

大剣ふ頭
供用開始

７号ふ頭
供用開始

大剣ふ頭
内貿コンテナ
供用開始

磐越道
一部開通

磐越道により
東北道と常磐道

が接続

５･６号ふ頭
供用開始

国際コンテナ
定期航路開設

アクアマリンふくしま
オープン

いわき･ら･ら･ミュウ
オープン

小名浜さんかく倉庫
オープン

平成7年
1,593万ﾄﾝ

平成20年
1,835万ﾄﾝ 世界同時

不況の影響

東日本大震災

輸
入
・
移
出
過
去
最
高
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１．小名浜港及び周辺地域の現況特性 7

◆取扱品目の内訳（平成26年）

○小名浜港の主な取扱品目は、石炭や重油などのエネルギー関連貨物が約75％を占めており、特に石炭は、震災以降
の火力発電所に使用する石炭需要の増加により、総貨物量のシェアの約５割を占めている。

○輸移出入別の主な取扱品目は以下のとおり。
輸出:再利用資材､化学薬品 輸入:石炭､金属鉱 移出:石炭､重油､原油 移入:石油製品､重油､セメント

【小名浜港全体】

17,894千ﾄﾝ

石  炭
9,843 千㌧

55.0%

エネルギー関連貨物
13,554 千㌧

75.7%

重  油
1,777 千㌧

9.9%

1,063 千㌧
5.9%

石油製品

870 千㌧ 4.9%
原　油

1,041 千㌧
5.8%

金属鉱

その他
3,298 千㌧

18.4%

再利用資材

381,017

45%

化学薬品

372,902

45%

金属くず

69,213

8%

染料･塗料･

合成樹脂

10,129

1%

輸送用容器

2,296

0%

その他

4,974

1%

【輸出】
840,531ﾄﾝ

石炭

6,971,855

77%

金属鉱

1,019,248

11%

原油

377,292

4%

重油

269,596

3%

原塩

97,550

1%

その他

311,468

4%

【輸入】
9,047,009ﾄﾝ

石炭

2,805,145

59%

重油

697,373

14%

原油

462,180

10%

石材

245,434

5%

非金属鉱物

224,001

5%

その他

340,978

7%

【移出】
4,775,111ﾄﾝ

石油製品

1,050,101

33%

重油

810,393

25%

セメント

693,279

21%

石灰石

199,625

6%

化学薬品

99,757

3%

その他

378,219

12%

【移入】
3,231,374ﾄﾝ

（２）取扱貨物



１．小名浜港及び周辺地域の現況特性 8

◆コンテナ取扱量の推移と主要品目
○小名浜港におけるコンテナの取扱いは、平成23年の東日本大震災により大きく減少したが、震災後は震災前の約９
割まで回復している。

○国際コンテナ定期航路の輸出は、染料･塗料･合成樹脂が約４割、化学薬品が約２割、輸入は、非金属鉱物が約３
割、化学薬品及び金属製品がそれぞれ約２割を占めている。

○国際フィーダー航路の移出はゴム製品が約９割、移入はほぼ製材が占めている。

【航路別のコンテナ取扱量の推移】 【コンテナ貨物の構成（平成26年）】

染料･塗料･合成樹脂→ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝ（合成樹脂）など
化学薬品→オルトジクロロベンゼンなど

非金属鉱物→ﾎﾜｲﾄｶｰﾎﾞﾝ､ﾏｲｶﾊﾟｳﾀﾞｰなど
化学薬品→塩化バリウムなど多品種

ゴム製品→タイヤ
紙･ﾊﾟﾙﾌﾟ→感圧紙・感熱紙
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

(千TEU) 東南アジア航路 韓国航路 韓国・中国航路 国際ﾌｨｰﾀﾞｰ航路

・東南アジア航路休止

・国際フィーダー航路
の開設

非金属鉱物

2,306TEU

30%

化学薬品

1,045TEU

14%金属製品

957TEU

12%

染料･塗料

･合成樹脂

612TEU,8%

製材

606TEU

8%

その他

2,193TEU

28%

平成26年
外貿ｺﾝﾃﾅ航路

【輸入】
7,719TEU

染料･塗料

･合成樹脂

1,008TEU

43%

輸送用容器

486TEU

21%

化学薬品

325TEU

14%

再利用資材

88TEU,4%

自動車部品

78TEU,3%

その他

353TEU

15%

平成26年
外貿ｺﾝﾃﾅ航路

【輸出】
2,338TEU

ゴム製品

1,048TEU

93%

紙･パルプ

84TEU

7%

平成26年
国際ﾌｨｰﾀﾞｰ航路

【移出】
1,132TEU

製材

2,390TEU

97%

その他

66TEU

3%

平成26年
国際ﾌｨｰﾀﾞｰ航路

【移入】
2,456TEU

世界同時
不況の影響

東日本大震災

（２）取扱貨物



◆入港船舶隻数及び総トン数の推移

○入港船舶の隻数は減少傾向にある。（平成26年実績：3,359隻（商船のみ））

○一方、１隻当りの総トン数は、外航船・内航船共に現在も増加傾向であることから、小名浜港においても船舶の大
型化が進んでいる。

【５-1、6-1、7-1･2岸壁における船型別隻数】【入港船舶の隻数及び総トン数の推移】

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

S4
5

46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

隻数

1隻当り総ﾄﾝ数

(隻)

平成26年実績値【外航船】

458 隻

20,377 総ﾄﾝ/隻

(総㌧/隻)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

S4
5

46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

隻数

1隻当り総ﾄﾝ数

(隻)

平成26年実績値【内航船】

2,901 隻

2,649 総ﾄﾝ/隻

(総ﾄﾝ/隻)

東日本大震災

東日本大震災
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（３）入港船舶の状況



○アクアマリンパークは 「アクアマリンふくしま」「いわき・ら・ら・ミュウ」「小名浜さんかく倉庫」などの施設
が建ち並び、県内有数の観光拠点地区となっている。

○現在、関係者のご支援、ご協力により、アクアマリンパークの再開発が進められている。また、大型商業施設の出
店（予定）により、これまで分断されていた市街地とアクアマリンパークの連続性が確保され、みなとまちとして
の魅力の向上が期待される。

◆１・２号ふ頭（アクアマリンパーク）の利用状況

ふくしま海洋科学館
アクアマリンふくしま

東港と３号ふ頭を結ぶ
臨港道路(橋梁）建設中

小名浜さんかく倉庫

いわき･ら･ ら･ ミュウ

小名浜港内を巡る
デイクルーズが定期運航

(約50分間)

平成25年9月17日撮影（国土地理院空中写真データ）
大型商業施設が出店予定

【おなはま海遊祭】

【いわき・ら・ら・ミュウ】

緑地（築山、駐車場）

臨港道路を整備中

平成26年7月27日撮影

平成27年11月29日撮影

沈船
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（４）賑わい交流の状況



◆アクアマリンパーク来訪者、観光客数の動向

○いわき市の観光客数は、震災等の影響から徐々に回復してきてはいるが、震災前の水準には達していない。

○アクアマリンパークでは、小名浜まちづくり市民会議を中心とした市民との協働で「おなはま海遊祭」や「いわき
花火大会」「ツール・ド・いわき」「いわきサンシャインマラソン」など、様々なイベントが開催されている。

○アクアマリンパークの観光客数は、いわき市の観光客数の約25％を占めており、いわき市内の一大観光拠点となっ
ている。

【いわき市及びアクアマリンパーク観光客数の推移】

※出典：市内観光交流人口（いわき市）より作成
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いわき市

ｱｸｱﾏﾘﾝﾊﾟｰｸ

東日本

大震災

いわき･ら･ら･ミュウ

7月オープン

アクアマリンふくしま

7月オープン

小名浜さんかく倉庫

4月オープン

各施設の

再オープン

7月：ｱｸｱﾏﾘﾝふくしま

11月：いわき･ら･ら･ﾐｭｳ

12月：小名浜さんかく倉庫

平成25年2月10日 撮影

【いわきサンシャインマラソン】

【ツール・ド・いわき】

平成27年11月1日 撮影

11１．小名浜港及び周辺地域の現況特性

（４）賑わい交流の状況



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（１）関連計画等

小名浜港復旧・復興方針
（小名浜港復興会議、平成23年8月策定）

東北港湾ビジョン
（東北港湾ビジョン検討委員会、平成27年3月策定）

◆小名浜港の位置付け・小名浜港に対する要請

・国際バルク戦略港湾（石炭）としての施設整備・機能高
度化・物流ネットワークの構築

・取扱貨物量の増大への対応

・国際コンテナ定期航路の拡大

・避泊船舶の受入れ

・災害時物流の確保（耐震強化岸壁の活用）

・津波・地震への対応（ソフト・ハード）

・産業・観光交流の拠点として小名浜港及び背後地の一体
的な整備促進

・親水空間としてのアクアマリンパークの賑わい創出

・観光拠点施設について広く情報発信、着地型観光の促進

・水産施設の近代化、港湾における水産業関連施設の機能
強化

ふるさと・いわき21プラン
（いわき市、平成28年2月策定）

【港湾機能の強化・高度化】

【みなとの賑わい創出】

【水産業の振興】

イノベーション・コースト構想
（福島・国際研究産業都市構想研究会、平成26年6月報告）

いわき市復興事業計画（第四次）
（いわき市、平成26年11月策定）

福島県復興計画（第３次）
（福島県、平成27年12月策定）

ふくしま新生プラン
（福島県、平成24年12月策定）

東北圏広域地方計画
（東北圏広域地方計画協議会、平成28年3月決定）

社会資本整備重点計画
（全国版は平成27年9月決定、東北版は平成28年3月決定）

・既存の地域産業への対応

・災害対応ロボット産業などの新たな産業の集積

【産業の強化・誘致・創出】

12



（２）既存ふ頭について
◆滞船等の解消

※滞船とは、天候や荷役の都合などによって、予定していた期間よりも船を長く停泊させること。
※喫水とは、船舶が水上にある際に船体が沈む深さ、すなわち船体の一番下から水面までの垂直距離のこと。
※主要鉱産品：銅精鉱、亜鉛鉱、石炭 ※滞船データは６号ふ頭及び7号ふ頭の水深１３ｍ以上の大水深岸壁への入港船

13２．小名浜港の現状に対する要請と課題

○小名浜港では、大型船対応の岸壁が少なく、喫水調整のための減載を余儀なくされていることや、取扱貨物量の増
加に伴い、滞船（沖待ち）が常態化している。

○複数の港に金属鉱（銅精鉱・亜鉛鉱）を輸送する船舶は、最初に小名浜港で滞船してしまうと、それ以降の港への
輸送が遅れてしまうため、工場における生産計画等に影響する。

○滞船隻数・日数の増加や喫水調整に伴い、荷主が負担する輸送費（用船料）も大幅に増加している。

○今後の石炭取扱量の増加に伴い、更なる滞船の悪化が危惧される。

【主要鉱産品取扱い岸壁の滞船状況】
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２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（２）既存ふ頭について

14

◆大水深岸壁の確保

○小名浜港では、大型船対応の岸壁が少なく、喫水調整のための減載を余儀なくされている。

○平成26年では、石炭輸送船の約９割、銅精鉱・亜鉛鉱輸送船の約５割が喫水調整をしている。

○荷主からは、東港地区：H-1岸壁(水深18m)の着実かつ早期整備が要請されている。
また７号ふ頭地区では、7-1･2岸壁(水深13m→14m)の増深に関する要望が挙がっている。

【石炭の輸送船舶における喫水調整の状況（平成26年）】
赤字が喫水調整している船舶隻数（64隻/70隻＝約9割）

必要 ＼ 取扱
水深 ＼ 岸壁

平均船型
5-1

（12m）
6-1

（14m）
7-1

（13m）
7-2

（13m）

12.0 35,309 2 1

13.0 66,374 3 1

14.0 69,221 2 2 3 3

15.0 78,632 11 3 3

16.0 82,072 12 13 11

不明 2 2 2

※必要水深＝入港船舶の喫水×1.1 で算定。

【銅精鉱･亜鉛鉱の輸送船舶における喫水調整の状況（平成26年）】
赤字が喫水調整している船舶隻数（24隻/45隻＝約5割）

必要 ＼ 取扱
水深 ＼ 岸壁

平均船型
5-1

（12m）
6-1

（14m）
7-1

（13m）
7-2

（13m）

11.0 4 1

12.0 7 1

13.0 6 5 3

14.0 1 5 9

15.0 3

※必要水深＝入港船舶の喫水×1.1 で算定。

※喫水とは、船舶が水上にある際に船体が沈む深さ、
すなわち船体の一番下から水面までの垂直距離のこと。 平成25年9月17日撮影（国土地理院空中写真データ）

水深14mに揃える
ことで接岸岸壁の
柔軟な対応が可能

水深が浅くて
入れない

ほかの船が
接岸していて
入れない



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（２）既存ふ頭について

15

◆野積場や倉庫の増設

○石炭の取扱量増加の影響を受け、製造に必要な原材料の野積場が不足している。

○荷主からは、「製造に伴う副産物の置き場が自社倉庫だけでは足りず、生産調整を回避するため、港内に野積場・
倉庫を増設して欲しい」「大量の原料を購入したいが港内に野積場の余地がない」等の要望が挙がっている。

○背後企業の中には、小名浜港内に野積場が空いていないため、他港で原料を輸入し、陸上輸送で工場まで搬入して
いる非効率な物流となっている事例がみられる。

他港

副産物

スペースが足りない

野積場 倉庫

野積場・倉庫の不足イメージ

直接輸入できないため
他港経由・陸送で搬入

副産物を出せないため
工場の生産調整

大量に輸入できない

工場



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（２）既存ふ頭について

16

◆用地の確保

○小名浜港周辺では、洋上風力発電の実証試験が行われている一方で、水素やバイオマスによるエネルギーの地産地
消の取組み、最先端のリサイクル事業の展開が検討されており、これらのような新産業の集積が期待されている。

○新産業を誘致するためには、それら要請に対応できる用地を確保する必要がある。

○小名浜港は、太平洋沿岸の広域における拠点となり得るポテンシャルを有している。

【水素エネルギーの利活用】

出典：経済産業省資源エネルギー庁 資料

【藤原ふ頭での洋上風力発電設備の組み立て状況】

平成27年4月23日 撮影



（２）既存ふ頭について
◆コンテナサービスの拡充
○荷主からは、「小名浜港を利用したいが、便数が少ないため他港を利用している」などの意見が挙がっている。

○住宅関連資材の物流センター立地（H28.4操業開始）に伴い、コンテナ取扱量は平成28年上半期で1万TEUを超え、
過去最高の取扱いが続いている。

○コンテナヤードが不足しており、ターミナル外にバンプールを確保する等、非効率な横持ちが発生していることか
ら、ターミナル拡張の要請が挙がっている。

○県内企業のコンテナ物流の効率化を図るため、ポートセールスの実施や需要に応じたコンテナサービスの拡充・利
便性の向上に取り組んでいく必要がある。

陸
上
輸
送

福島県内

京浜港
（東京港･横浜港）
利用は約80％

小名浜港
利用は約７％

韓国・中国航路
週２便

【コンテナヤードの状況】

国際フィーダー航路
週１便

17

福島県内で生産消費
されるコンテナ貨物

福島県内で生産消費
されるコンテナ貨物

２．小名浜港の現状に対する要請と課題

現コンテナ
ターミナル

大剣CFS

住宅関連
資材物流
センター

ガントリークレーン
荷役能力：40個／h

※CFS（コンテナフレートステーション）とは、荷さばき
用の施設であり、貨物をコンテナに詰め、又はコンテナ
から取り出す作業を行う場所

藤原CFS小名浜港
物流センター

燻蒸上屋

ヤード不足による
非効率な横持ち発生



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（３）マリーナについて

18

◆復旧・再建方法の検討

○いわきサンマリーナは、ヨットやモーターボートの停泊所としてだけではなく、海上を渡れる遊歩道や、釣り桟橋、
海水浴場などもあり、海浜公園等の施設を持つ海洋性レクリエーション基地として利用されていた。

○利用者からは、震災前の日常的利用が可能な状態となるようマリーナの復旧・再建の要望が挙がっている。

○小名浜港マリーナ再開検討委員会を設置し、復旧方法（災害復旧事業の範囲、時期等）や運営主体等についての検
討を進めている。

いわきサンマリーナ

平成25年9月17日撮影（国土地理院空中写真データ）

【いわきサンマリーナの利用状況（震災前）】

【いわきサンマリーナの現在の状況】

平成27年11月17日 撮影

平成17年6月17日管内概要説明資料より



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（４）クルーズ客船の誘致について

19

◆クルーズ客船の入港状況

○小名浜港では、震災前は概ね1回/年の頻度でクルーズ客船が入港していた。震災後は平成28年度に入港している。

○震災前に接岸した岸壁は、１･２号ふ頭のほか、５･６号ふ頭（石炭取扱い）や大剣ふ頭（コンテナ取扱い）など、
貨物用の岸壁に接岸している。

○クルーズ客船を誘致するためには、施設利用に加え、歓迎体制作りなどの対応が必要である。

【クルーズ客船の小名浜港入港実績（平成12年以降）】

入港年月日 船 名 接岸場所 総トン数 全長／喫水

H12.3.24 おりえんとびいなす 2号ふ頭 3号岸壁 21,884 GT 174.00 / 6.50 

H12.4.3 おりえんとびいなす 2号ふ頭 3号岸壁 21,884 GT 174.00 / 6.50 

H12.8.12 日本丸 2号ふ頭 1号岸壁 2,570 GT 110.09 / 6.57 

H13.3.24 おりえんとびいなす 2号ふ頭 3号岸壁 21,884 GT 174.00 / 6.50 

H13.4.3 おりえんとびいなす 2号ふ頭 3号岸壁 21,884 GT 174.00 / 6.50 

H13.8.16 飛鳥 大剣ふ頭 3号岸壁 28,856 GT 192.81 / 6.14 

H14.11.18 飛鳥 大剣ふ頭 3号岸壁 28,856 GT 192.81 / 6.60 

H15.8.19 飛鳥 大剣ふ頭 3号岸壁 28,856 GT 192.81 / 6.60

H16.11.12 飛鳥 5号ふ頭 1号岸壁 28,856 GT 192.81 / 6.60

H19.11.15 ぱしふぃっくびいなす 2号ふ頭 3～4号岸壁 26,518 GT 183.40 / 6.52 

H21.7.28 飛鳥Ⅱ 2号ふ頭 1～2号岸壁 50,142 GT 240.80 / 7.50 

H21.10.24 飛鳥Ⅱ 2号ふ頭 1～2号岸壁 50,142 GT 240.80 / 7.50 

H22.7.21 飛鳥Ⅱ 2号ふ頭 1～2号岸壁 50,142 GT 240.80 / 7.50 

H22.9.22 飛鳥Ⅱ 6号ふ頭 1号岸壁 50,142 GT 240.80 / 7.50 

H23.1.16 にっぽん丸 2号ふ頭 1～2号岸壁 22,472 GT 166.40 / 6.60 

H28.6.25 にっぽん丸 藤原ふ頭 2号岸壁 22,472 GT 166.40 / 6.60

※“おりえんとびいなす”は、平成17年に外国船社に売却
“飛鳥”は、平成18年に外国船社に売却。“飛鳥Ⅱ”はその後継船にあたる。

平成22年7月22日撮影

平成21年10月24日撮影



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（５）船舶の航行について

20

◆航路・避難泊地の確保

○水産品を取り扱っている漁港区には大型漁船が入港し
ているが、臨港道路（橋梁）の下は通過できないため、
三崎航路の拡幅が要請されている。

○三崎航路を拡幅するためには、既存防波堤を撤去する
必要があるが、沖側の防波堤が未整備のため、波浪や
うねりの影響により、漁業活動に支障を来すことから、
航路拡幅ができない状況である。

○一方、東京湾から金華山沖の間には荒天時避難に適し
た港湾が少ないため、小名浜港は荒天時の避難港とし
て航行船舶に利用されている。

○既定計画の第二沖防波堤及び神白防波堤の早期整備に
よる静穏度の確保が必要。

平成25年9月17日撮影（国土地理院 空中写真データ

栄町地区

大型漁船の
通航不可

×

撤去予定

撤去予定撤去予定

防波堤が未整備のため
航路拡幅が出来ない

三崎航路

第二沖防波堤
（整備中）

神白防波堤
（既定計画）

船舶の航行安全のため
静穏度の確保が必要

波浪、うねり

※静穏度とは、港内における航路、泊地の静穏の度合いのこと。

風、潮流等様々な要因によって変化し、船舶の操船・停泊・係留の安全性を判断する
指標となる。



（５）船舶の航行について

21

◆静穏度の確保

○重油や石油製品などを取り扱っている大剣ふ頭（O-5～O-8岸壁）では、うねりや長周期波等の影響により、
荷役障害や港外待機による滞船が発生しているため、背後圏への安定的なエネルギー供給への影響が懸念される。

○荷主からは、既定計画の大剣防波堤及び大剣防波堤（波除）の早期整備による静穏度の確保が要請されている。

うねり、長周期波

静穏性が低く、
荷役障害が発生

反射波

大剣防波堤
（波除）

大剣防波堤

平成25年9月17日撮影（国土地理院空中写真データ）

※長周期波とは、「周期」が長い（30秒～300秒）海面変動のことで、波の高さは小さいものの、いわば海面全体がゆっくりと上下する波のこと。

荷役作業に障害！！

【荷役障害の例】

・係留索の破断

・荷役機械の損傷

・人身事故の危険性

・防舷材の破損

・船舶の損傷 など

２．小名浜港の現状に対する要請と課題



（６）既存施設について
◆老朽化対策

○小名浜港は昭和40～50年代に整備された施設が多く、今後、更に施設の老朽化が進行することから、震災後に復
旧した施設も含め、適切な港湾施設の維持管理・更新を行っていく必要がある。

○施設の利用状況や劣化状況等を踏まえ、従来機能を更新するのか、または、１・２号ふ頭地区の再開発による賑わ
い空間の創出のような、既存施設の利用転換を図るかなどの検討を行う必要がある。

陳腐化した港湾施設の廃止や利用転換の推進（例）

出典：国土交通省資料

平成22年7月22日 撮影

【小名浜港１･２号ふ頭地区再開発】

平成26年7月27日 撮影

22２．小名浜港の現状に対する要請と課題



２．小名浜港の現状に対する要請と課題

（６）既存施設について
◆安全・安心な「みなとづくり」に向けて

○東日本大震災を踏まえ、海岸堤防などのハード対策に、津波ハザードマップの作成などのソフト対策も合わせた
「多重防御」の考え方で減災を図ることとしている。

○小名浜港においては、津波避難路としての役割を担うペデストリアンデッキやそこまでのアクセスを確保するため
の築山を整備予定であるほか、地元からは、港湾内への津波避難施設整備に関する要望が挙がっている。

○また、東日本大震災では、港湾による物流機能の回復が、地域の企業活動の再開・継続等に大きな役割を果たした
ことから、大規模災害が発生した場合においても、港湾物流機能を継続させることが重要な課題となっているため、
平成28年3月に港湾BCPを策定したところであるが、PDCAの実践により実効性を高めていく必要がある。

※BCP：Business Continuity Plan／災害など不測の事態が
発生した場合でも、企業や組織の活動を迅速に再開させ
事業を継続させるための行動計画。

【港湾BCPの効果（概念図）】

※出典：国土交通省資料
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【海岸堤防の整備イメージ】

※出典：福島県沿岸懇談会資料より作成
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【避難イメージ】

※出典：小名浜港背後地（都市センターゾーン）開発事業計画
（平成26年4月、イオンモール(株)・いわき市）より作成
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